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人事行政の運営状況について

１　任免及び職員数に関する状況

（１）　採用状況

平成２７年度の新規採用状況

一般事務Ａ

一般事務Ｂ

一般事務Ｃ

建築技術Ｄ

栄養士Ｅ

学芸員Ｆ

合計

（２）　退職状況

事務職員

技能労務職員

合計

２　勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）　勤務時間（標準的なもの）

（２）　週休日・休日

週休日とは、勤務時間を割り振らない日のことで、一般的な職員は、土曜日
及び日曜日となります。

休日とは、特に勤務を命ぜられない限り、正規の勤務時間においても勤務す
る必要がない日で、国民の祝日に関する法律に規定する休日及び１２月２９日
から翌年の１月３日までの日がこれに該当します。

（３）　休暇の種類

① 年次有給休暇

１年に最大２０日付与されます。２０日を限度に翌年に繰越が可能です。
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１日の
勤務時間

１週間の
勤務時間

休憩時間
（４５分間）

３８時間４５分 ７時間４５分 ～１２時１５分 １３時００分

職種 定年退職 その他

受験申込者数 １次試験合格者数 最終合格者数採用区分
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② 病気休暇

職員が負傷又は疾病のため勤務しないことがやむを得ないと認められる
場合の休暇です。

負傷又は疾病 ９０日を超えない範囲内で必要と認める期間
公務による傷病の場合 １年を超えない範囲内で必要と認める期間

③ 特別休暇

職員が、特別の事由により勤務しないことが相当である場合として規則
で定められた休暇です。

７月から１０月までの期間内に５日
の範囲内

災害時に退勤途上の身体の危険を回
避する場合

生理休暇

感染症による交通遮断又は隔離

子の看護をする場合

短期の介護をする場合

親族が死亡した場合

夏季休暇

災害により滅失等した住居の復旧作
業等の場合

選挙権その他公民としての権利を行
使する場合

産前休暇

産後休暇

特別休暇の種類

一の年において５日（中学校就学前の子が
２人以上の場合にあっては，１０日）

一の年において５日（要介護者が２
人以上の場合にあっては，１０日）

親族の続柄により１日～１０日以内

必要と認められる期間

必要と認められる時間

連続する７日間

出産の日までの６週間（多胎妊娠の場合
にあっては、１４週間）

出産の日の翌日から８週間

１日２回それぞれ３０分以内の期間（生後
１年に達しない子を育てる職員）

取得可能日数等

必要と認められる期間

必要と認められる期間

３日間

ボランティア活動に参加する場合 一の年において５日の範囲内の期間

災害又は交通機関の事故等により出
勤することが著しく困難である場合

必要と認められる期間

７日の範囲内

必要と認められる期間

３日を超えない範囲内

その都度必要と認める日又は時間

保育時間

妻が出産する場合

裁判員、証人等として国会、裁判所
等に出頭する場合

骨髄提供者となる場合

妊産婦である女子職員が保健指導又
は健康診査を受ける場合

結婚する場合
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④ 介護休暇

介護休暇は、職員が配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情
にある者を含む。以下この項において同じ。）、父母、子、配偶者の父母など
で負傷、疾病又は老齢により２週間以上にわたり日常生活を営むのに支障があ
る者の介護をするために認められる休暇です。介護休暇を取得により勤務しな
い時間については無給です。

（４）　育児休業制度

① 育児休業

職員が、任命権者の承認を受けて、当該職員の子を養育するため、当該子
が３歳に達する日まで、休業をすることができる制度です。育児休業期間中
は、無給です。

② 部分休業

職員が、任命権者の承認を受けて、小学校就学の始期に達するまでの子を
養育するため正規の勤務時間の始め又は終わりにおいて、１日を通じて２時
間を越えない範囲内で３０分単位で休業できる制度です。部分休業では、勤
務しない時間については、無給となります。

③ 育児短時間勤務

職員は、任命権者の承認を受けて、当該職員の小学校就学の始期に達する
までの子を養育するため、常勤職員の身分のまま、短時間勤務することがで
きる制度です。給料については、勤務時間に応じて減額されます。

女　性

計 9

0

2

2

0

取得者数

男　性

職員区分

平成２７年度中に新たに育児休業等が取得可能となった職員

うち育児休業 うち部分休業 うち育児短時間勤務

取得者数取得者数

7

2

0

0 0

0 0
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３ 分限及び懲戒処分の状況

（１）　分限処分（平成２７年度）

分限処分は、職員が一定の事由によりその職責を十分に果たすことができな

い場合に、任命権者が職員の意に反して不利益な身分上の処分を行うことです。

分限処分の種類には、免職、休職、降任及び降給があります。

処分の種類
処分事由

勤務成績が良くない場合 地公法第２８条第１項第１号

心身の故障の場合

職に必要な適格性を欠く場合 地公法第２８条第１項第３号

刑事事件に関し起訴された場合 地公法第２８条第２項第２号

（注）同一の者が複数回にわたって処分された場合は、回数で計上しています。

（２）　懲戒処分（平成２７年度）

懲戒処分は、職員の一定の義務違反に対して、任命権者が公務員関係におけ

る秩序維持のために、職員の道義的責任を追及して科する制裁です。懲戒処分

の種類には、免職、停職、減給及び戒告があります。

処分の種類
処分事由

法令に違反した場合 地公法第２９条第１項第１号

（注）同一の者が複数回にわたって処分された場合は、回数で計上しています。

0 0 0

12 0 0

0

0

地公法第２８条第１項第２号
地公法第２８条第２項第１号

地公法第２８条第１項第４号

0

0

免職 休職 降任 降給 計

0

12

0 0 0 0

0 0

0 0 0 0 0

免職 停職 減給 戒告 計

0

0 0 0

0 0

職制、定数の改廃、予算の減少
により廃職、過員を生じた場合

職務上の義務に違反し又は職務
を怠った場合

全体の奉仕者として相応しくな
い非行があった場合

地公法第２９条第１項第２号 0 0 0 0 0

地公法第２９条第１項第３号 0 0 0 0 0

0
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４ 服務の状況

（１）　職員が遵守すべき義務

地方公務員法第３０条において、「職員は、全体の奉仕者として公共の利益
のために勤務し、かつ、職務の遂行に当たっては、全力を挙げてこれに専念し
なければならない。」規定しており、職員の服務規律の根本基準を定めていま
す。また、同法第３１条から第３８条にかけて、職員の服務に関して具体的な
規定を設けています。

信用失墜行為の禁止 地公法第３３条

秘密を守る義務 地公法第３４条

職務に専念する義務 地公法第３５条

政治的行為の制限 地公法第３６条

争議行為等の禁止 地公法第３７条

営利企業等の従事制限 地公法第３８条

５ 職員の研修の状況

普通救命講習

階層別研修

新規採用職員研修

新任係長研修

新任課長研修

選択研修

Excel応用

文書作成力向上研修

文書添削力向上研修

実務研修

市町村民税研修

複式簿記研修

福岡県市町村職員研修所

2

2

参加人数実施機関

豊前市

研修内容

3

2

1

1

2

6

1 6

2

55

2

1

3

1 1

3

区　　分

地公法第３２条

当該規定

法令等及び上司の職務
上の命令に従う義務

職員は、勤務時間及び職務上の注意力全てをその職責
遂行のために用いなければなりません。

内　　　容

職員は、その職の信用を傷つけ、職員の全体の不名誉
となる行為をしてはなりません。

職員は、在職、退職後を問わず職務上知り得た秘密を
漏らしてはなりません。

職員は、政党や政治団体の結成への関与への禁止など
政治行為の制限がります。

職員は、住民に対してストライキ等により行政機能を
低下させる怠業的行為をしてはなりません。

職員は、任命権者の許可を受けなければ、報酬を得て
事業もしくは事務に従事できません。

職員は、その職務の遂行するに当たって、法令等及び
上司の職務上の命令に従わなくてなりません。

2

1

開催回数

16

築城基地

政策課題研修

自衛隊体験入隊研修
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６ 職員互助会の状況

（１）　豊前市役所職員互助会

地方公務員法第４２条の規定に基づき、職員の保健、元気回復その他厚生
に関する事項を実施するため、豊前市役所職員互助会を設置し、職員間相互
救済並びに福祉増進及び親交のための事業を行っています。

会員数 人

運営費 会員からの会費及び市からの補助金

互助会費率 給料月額の１０００分の３　＋　１５０円

補助金額 会員１名当たり10,000円

運営費収支の状況 平成２７年度豊前市役所職員互助会決算

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

※互助会の決算期間について
平成２７年９月１日～平成２８年８月３１日

主な事業 ① 給付の種類

結婚祝金
出産祝金
退職記念品料
香華料
災害見舞金
傷病見舞金
銀婚祝金
永年勤続祝金

② 厚生事業

レクリエーション助成
サークル活動助成

区　　分 内　　　容

金額

2,666,380

1,940,000

２０１

差引金額

5,000円
10,000円

20,000円～30,000円

10,000円
5,000円

5,000円～80,000円
3,000円～50,000円
20,000円～50,000円

1,786,659

計

収

入

4,771,040

支

出

315,854

4,237,162

0

会議費

事業費

その他

前年度繰越金

雑入

市補助金

会費

計

事務費

144

1,951,175

6,557,699

218,024

項目
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